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本稿では，西日本における東南アジア航路の集約／分散についてネットワーク均衡分析による評価を試

みる．今後のターゲット市場としてASEANを中心とする東南アジアコンテナ市場が着目される中，欧米

基幹航路の国際コンテナ戦略港湾への集約と同様に，東南アジア航路についても拠点港湾へ集約する動き

がある．一方，地域によっては拠点港湾への集約による荷主の効用低下が懸念されている．本稿では，西

日本発着の東南アジアコンテナ貨物を対象にBi-levelモデル型のネットワーク均衡分析を適用し，東南アジ

ア航路を阪神港に集約した場合と各港に分散した場合についてシミュレーションを行い，集荷の効率性と

荷主の効用について分析を試みる． 
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1. まえがき 

 

2000年代に入って以降の日本の港湾政策の主たる対象

は，欧米コンテナ基幹航路の維持・拡大であり，東西日

本の拠点港として京浜港，阪神港を国際コンテナ戦略港

湾に指定，基幹航路の集約による集荷効率性の向上を進

めている1), 2)． 

一方近年では，ASEANを中心とする東南アジア地域

の経済成長は著しく，地域全体としてみれば我が国の

GDPに迫る勢いを有している．既に経済発展を遂げた東

アジアと比べ欧州にも近く，豊富で安価な労働力の確保

が可能な東南アジア地域への我が国企業の進出も引き続

き増加する見込みであり，我が国産業にとっての戦略的

な生産拠点地域となることが想定される．加えてeコマ

ースの進展などに伴い高品質・高付加価値の日本製品の

輸出先としての重要性も高まると見込まれており，今後

の成長市場として我が国との貿易も増加していくと想定

されている．実際，日本発東南アジア向け輸出コンテナ

貨物量は2006年に北米向け貨物量を上回り，近年も堅調

に増加しており，ASEANを中心とする東南アジアコン

テナ市場は今後の海上輸送における成長市場として着目

されている． 

この成長市場に対して，中国の「一帯一路」政策のよ

うに，アジア近隣諸国も戦略的に海外港へのネットワー

ク拡充を図っており，我が国としても東南アジア諸国と

の互恵関係のもと，我が国産業にとって効率的で迅速，

信頼性の高い航路網を構築していく必要がある． 

このような背景のもと，国も港湾の次期中長期政策3)

において，施策の方向性の1番目に「成長著しい東南ア

ジア地域等へのシャトル航路を戦略的に重要な航路と位

置づけ，国内主要港からの直航サービスを強化」するこ

とを掲げようとしている．このように重要性が増してい

る東南アジア航路であるが，最近，欧米基幹航路の国際

コンテナ戦略港湾への集約と同様に拠点港湾へ集約する

動きがみられる． 

しかし，著者らの先行研究4)によると東南アジア航路

の経路選択における荷主の最大要因は仕出港までの時間

的・費用的国内輸送コストであるとされており，地方に

よっては国内輸送距離が増大する拠点港湾への集約は荷

主の効用低下をもたらすのではないかという懸念がある． 

航路集約により航路体系が変化すれば当然荷主の輸送

経路選択も変化するが，貨物の集荷状況が変化すればそ

れに対応して船社も航路体系を変えるため，このような

問題を分析するためには，荷主と船社，両者の行動をイ
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ンタラクティブに考慮する必要がある． 

そこで本稿では，西日本発着の東南アジアコンテナ貨

物を対象に荷主と船社の行動を反映できるBi-levelモデル

型のネットワーク均衡分析を適用し，東南アジア航路を

阪神港に集約した場合と各港に分散した場合についてシ

ミュレーションを行い，集荷の効率性と荷主の効用につ

いて分析を試みる．そして，分析結果から阪神港が今後

取るべき施策について検討する． 

 

 

2. 適用するネットワーク均衡分析モデル 

 

(1) 既往研究のレビュー 

荷主と船社の取引をベースとした分析については，こ

れまでにも多数の研究成果が蓄積されている．例えば，

Kurodaら5)は，船社と荷主の行動からなる均衡モデルを

提案している．このモデルは，海上輸送時間，費用，容

量制約に起因する輻輳を要因とする決定論的な利用者均

衡モデルである． 

航空輸送の分野でも輸送サービス提供主体と利用主体

間の行動分析がなされている．Takebayashi（2013）6)は，

航空会社の制御変数や乗客の行動として，ネットワーク

形状，航空運賃，運航頻度を扱うことができるBi-levelの

航空輸送市場モデルを提案している．また，Takebayashi

（2011）7)は，航空会社が先導，乗客が追随して行動す

るbi-levelのモデルであるが，航空会社は運航頻度を制御

し，乗客は最適なルートを選択すると仮定したモデルと

なっている． 

本稿は，東南アジア航路を阪神港に集約した場合と各

港に分散した場合の集荷の効率性と荷主の効用について

分析することを目的としている．それを踏まえると，運

賃は一定として分析した方がわかりやすい．そのため，

ここではTakebayashi（2011）のモデルを海運分野（船社

とコンテナ荷主）に援用することとする． 

 

(2) モデルの概要 

ここでは航空輸送において適用が進んできたBi-levelモ

デルを海上輸送に適用する． 

Bi-levelモデルの特徴は基本的にリンクベースの輸送ネ

ットワーク構成問題になっている点である．海上輸送に

おいては，航路とは複数の港湾をループするものである

など航空輸送とはネットワーク構造が異なるものの，貨

物自体は2地点間を移動していると考えれば，構造的に

等価なものと置き換えることが可能である．以下にその

概要を述べる． 

a) 船社 

船社は互いに競争状態にあり，自社の利潤の最大化を

目的として，輸送能力を調整するものとする．ここでは，

港湾間の運賃と投入船型を所与とし，輸送頻度のみを制

御変数と仮定している． 

船社nが運航するリンクを��，ODをrs（r：発地，s：

着地），リンクの輸送頻度と投入船型を���，���，その

運賃と運航費用を���，���とすると，船社nの利潤最大

化問題は以下のように定式化できる． 

max : ( )n n n n

n nl

n rs rsk
kl l l lf

rs kl

p x f Cπ δ= −∑ ∑∑   (1) 

Subject to: 

, for n n n

rs rsk n
k l l l

rs k

x v f lδ ≤ ∀∑∑   (2) 

0, for n

n

l
f l≥ ∀   (3) 

ここで，	

��はrsOD市場において第k番目経路で輸送さ

れる貨物量，��
��
はrsOD市場において第k番目経路でリ

ンク��が利用される場合は1，それ以外はゼロをとる2値

変数である．式(1)は目的関数，式(2)は各リンクの輸送

容量制約，式(3)は輸送頻度の非負条件である． 

b) 荷主 

荷主は貨物ごとに独立して存在するものとする．荷主

は自己の一般化費用を最小化するように行動する．ただ

し，輸送上の容量制約が存在するため，貨物フローには

均衡状態が存在するものと考える．さらに荷主の指向性

にはばらつきがあるものとして，確率的利用者均衡状態

を仮定する． 

リンクフロー	��については， 

n n

rs rsk
k l l

rs k

x xδ =∑∑  

が成立するため，確率的利用者均衡問題を等価な最適化

問題として構成すると，次のようになる7), 8)． 

1
min : (ln 1)

rs
rs rsk

rs rs rs rs
k k k k

x rs rsk K k K

x x u x
θ ∈Ω ∈Ω∈ ∈

Γ = − +∑ ∑ ∑ ∑   (4) 

Subject to: 

,
rs

rs rs
k

k K

x X rs
∈

= ∀ ∈Ω∑   (5) 

, ,n n n n

rs rsk n n
kl l l l

rs k

x x v f l I n Nδ= ≤ ∀ ∈ ∈∑∑   (6) 

0, for  and rs rs
kx k K rs≥ ∀ ∈ ∈Ω   (7) 

ここで，�は分散パラメータ（1として推定），�

��は

rsOD市場における第k番目経路の一般化費用，���はOD

フロー，ΩはODペアの集合，���は経路集合，��はリ

ンク集合，Nは船社集合である．式(4)は目的関数，式(5)

はODフロー保存則，式(6)は各リンクの輸送容量制約，

式(7)は経路フローの非負条件である．なお，船社にお

ける容量制約は荷主が混雑に対して能動的な経路選択を

行うものと考えれば，船社側の制約は荷主側の最適行動
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で自動的に満たされることとなる． 

c) 港湾 

港湾は分析の構造上，能動的なプレーヤーとしては設

定しない．評価関数のみ設定する．港湾hにおける船社

インセンティブ並びに荷主インセンティブをそれぞれ

��
�，��

�とし，それらによる便益を��とすると，港湾hの

戦略に対する評価はB/Cとして式(8)のように評価できる． 

( , ) /
n

n

n

C S C l S rs rsk
h h h h h h h k hl

n rs kl

Y B f xρ ρ ρ δ ρ δ 
= + 

 
∑∑ ∑∑  (8) 

ここで，�
��はリンク��が港湾hに寄港する場合は1，

それ以外はゼロをとる2値変数，�
��
はrsOD市場におけ

る第k番目経路が港湾hを積出港とする場合は1，それ以

外はゼロをとる2値変数である． 

d) 国内輸送 

各荷主に対して貨物の国内生産・消費地と国内港湾間

の接続の有無，運賃，所要時間を設定する． 

e) 代替経路 

荷主の行動モデルにおいて任意の条件で均衡を得るた

めには，サービスレベルに対して貨物フローが弾力的で

ある必要がある．そのため，貨物の発着地間の代替輸送

経路を設定する必要がある．本稿では既往研究7), 8)に従

い，OD間での代替経路を設定する． 

 

 

3. 東南アジア航路集約による集荷効率性と荷主

効用に関する分析 

 

(1) シミュレーションモデルの概要 

ここでは西日本発着の東南アジアコンテナ貨物を対象

とし，前章で概説したネットワーク均衡分析モデルを用

いて，東南アジア航路を阪神港に集約した場合と各港に

分散した場合について，シミュレーションを行う．再現

年次は直近の全国輸出入コンテナ貨物流動調査9)（以下

「コンテナ流調」）の調査年次に合わせ2013年とする．  

本稿は，現在西日本各港に寄港している東南アジア航

路を阪神港に集約した場合の影響を分析するものである

ため，コンテナ流調上，輸出又は輸入の直送実績のある

西日本港湾10港，東南アジア港湾18港を対象とする．ま

た，直送に加え，釜山港，深圳港，高雄港での接続も考

慮し，このトランシップ3港も対象とする． 

モデル化する輸送ネットワークは，西日本各地と表-1

に示す各港湾を結ぶ以下の経路から構成するものとする． 

①国内輸送経路：国内生産・消費地－国内10港 

②海上直送経路：国内各湾－東南アジア18港 

③トランシップ経路：国内10湾－トランシップ3港－

東南アジア18港 

 

表-1 モデル化対象港湾 

区分 対象港湾 
国内10港 阪神港，水島港，広島港，徳山下松港，

三田尻中関港，高松港，松山港，北部九

州港，志布志港，那覇港 
東南アジア18港 タイ：BANGKOK, LAEM CHABANG 

インドネシア：JAKARTA, SURABAYA 
マレーシア：PORT KELANG, KUANTAN, 

TANJUNG PELEPAS, PASIR GUDANG, 
PENANG 

ベトナム：HOCHIMINH CITY, HAIPHONG, 
DANANG 

フィリピン：MANILA, CAGAYAN DE 
ORO, CEBU, DAVAO 

シンガポール：SINGAPORE 
カンボジア：SIHANOUKVILLE 

トランシップ3港 釜山港，深圳港，高雄港 

 

 
図-1 ネットワークモデル（輸出の場合） 

 

①については，生産・消費地－国内10港間においてコ

ンテナ流調上，輸送実績がある経路にリンクを設定する

とともに，集約時のシミュレーションのため，阪神港と

のリンクも設定する．各リンクの国内輸送費用（円

/TEU）及び国内輸送時間（時）は，国土交通省が開発

した総合交通分析システム（NITAS）10)の物流モードを

用いて設定する． 

②についても，国内10湾－東南アジア18港間において

コンテナ流調上，直送実績がある経路にリンクを設定す

る．③については，②の代替経路と考え，②のリンクの

発着港湾ペアに対し，コンテナ流調上，釜山港，深圳港，

高雄港でのトランシップ輸送実績がある場合，国内10港

－トランシップ3港及びトランシップ3港－東南アジア18

港のリンクを設定する． 

②，③の各リンクの輸送サービスは，運航実績から設

定する複数の船社（邦船，韓国，中国，台湾，ASEAN

系など）により提供されるものとする．各リンクの海上

輸送時間（時）及び輸送頻度（便/月）は，国際輸送ハ

ンドブック11)から船社ごとに設定する．また，海上輸送

費用（円/TEU）については，ジェトロ資料12)を参考に設

定する．なお，本稿で適用するBi-levelモデルはリンクベ

ースであるが，コンテナ船は実際に各港をループして運

航しており，各港では投入船型目一杯の貨物量を扱うこ

とができない．そのため，国内10港それぞれで航路ごと

生産・
消費地

阪神港

国内9港
東南アジア
18港

ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ
3港

①

①

②

②

③

③

③

①国内輸送経路
②海上直送経路
③トランシップ経路
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の1便当たりの積み卸し実績の平均値（TEU/便）を求め

て1便当たり容量（TEU/便）とすることによりリンクベ

ースの表現としている．各船社の運航コストは，船社ご

との平均投入船型，平均輸送距離から国土交通省のB/C

マニュアル13)を参考に設定する． 

ODフローは，コンテナ流調から図-1に示すネットワ

ークに対応する貨物流動を抽出したものとする．具体的

には，西日本と東南アジア18港間を流動する貨物のうち，

国内仕向・仕出港が国内10港を利用して直送される貨物

流動と，釜山港又は深圳港，高雄港で接続して国内10港

を国内仕向・仕出港とする貨物流動を抽出して設定する．

なお，コンテナ流調の単位はフレートトン/月であるた

め，港湾統計14)を用いてTEU/月に換算する． 

荷主の経路選好に関するパラメータは，著者らの先行

研究4)において構築した東南アジア航路選択モデルのパ

ラメータを用いる．この研究では，集計ロジット型の経

路選択モデルを構築し，2013年のODフロー（コンテナ

流調），経路データ（国際輸送ハンドブック）を用い，

最尤推定法によりパラメータ推定を行っており，t値，自

由度調整済み尤度比ともに良好なパラメータとして表-2を得

ている． 

 

表-2 荷主の経路選好パラメータ 

説明変数 パラメータ t値 
国内輸送時間（時） -1.873×10-1 -22.548 
海上輸送時間（時） -2.760×10-3 -3.781 

輸送頻度逆数（月/便） -3.284 -3.765 

自由度調整済み尤度比 2ρ ＝0.2712 

 

港湾におけるハンドリング費用（円/TEU）及びポー

トチャージ（円/便）は，簡単のため国内，海外でそれ

ぞれ一律で設定する． 

 

(2) シミュレーションケース 

シミュレーションケースは，現況再現ケース（各港へ

の航路分散ケース）と阪神港への航路集約ケース（図-2）

の2ケースとする． 

 

 

図-2 阪神港への航路集約ケース（輸出の場合） 

 

航路集約ケースについては，阪神港以外の国内9港に

就航している東南アジア航路を阪神港に付け替えたケー

スとする．付け替えにおいては単純に9港のリンクを阪

神港に移すのではなく，航路の実際のループを踏まえて，

阪神港への寄港頻度（便/月），1便当たり容量（TEU/便）

を設定する． 

また，航路集約ケースのサブケースとして，施策の操

作性から，全ての船社の東南アジア航路を集約したケー

スと特定の船社（例えば邦船系）のみ集約したケースに

ついてシミュレーションを行う． 

 

 (3) 航路集約効果の分析 

シミュレーションから算出される各港湾の取扱貨物量，

寄港頻度，地域ごとの荷主の効用を比較することで東南

アジア航路を阪神港に集約した場合と各港に分散した場

合の集荷の効率性と荷主の効用について検証する． 

 

 

4. おわりに 

 

東南アジア航路を阪神港に集約した場合と各港に分散

した場合についてのシミュレーション結果と集荷効率性

及び荷主効用の分析結果については発表時に紹介する． 
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